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令和4年度 当初予算

一般会計の内訳
１．歳入

一般会計	 728.5億円（対前年度比	▲2.7%、20.5億円の減）
総 会 計	 1,246.5億円（対前年度比	▲3.2%、41.4億円の減）

財政課（内線4052）

（単位：億円）

　本年度は、「持続可能な財政基盤の確立」を図ることを基本方針とし、「復興予算から通
常予算への転換」、「歳入に見合った歳出予算」、「事務事業の検証と見直しの徹底」の３つ
の方針を掲げ、限られた財源を有効活用し、中長期的な視点から健全で持続可能な財政
運営を目指した予算編成としました。

一般会計（主な事業費） （単位：千円）

●テレビ共聴施設整備事業
　関係費
テレビ共聴施設組合への設備改修
など支援に要する経費

5,000 

●ずっと住みたい地域づくり
支援事業費
地域協働のまちづくりの推進に要
する経費

11,371 

●結婚支援事業費
結婚支援事業の実施に対する補助金 46,150

 

●地域交流・定着支援等事業費
地域交流・定着支援等事業の実施
に要する経費

115,803 

●子ども医療対策費
0～18歳までの通院および入院に
係る自己負担額に対する助成に要
する経費

508,736

 

●子ども・子育て支援事業費
各種子育て支援など子育て環境の
向上に要する経費

73,404 

●（仮称）河北統合保育所施設
整備事業費
再編計画に基づく公立保育所の統
合整備に要する経費

617,420 

●被災者住宅再建補助事業費
（東日本大震災関係分）
東日本大震災により被災した住宅
の再建支援に要する経費

1,154,833 

●新型コロナウイルスワクチン
接種費
新型コロナウイルスワクチン接種
体制の確保に要する経費

849,092 

●地域外来・検査センター費
　（新型コロナウイルス対策分）
ＰＣＲ検査施設の運営に要する経費

28,139 

●一般廃棄物最終処分場
 　建設事業費
次期一般廃棄物最終処分場の建設
に要する経費

1,649,542 

●農業振興費
担い手の育成や新規就農者への支
援など、農業振興に要する経費

103,087 

●水産振興事業費
担い手の育成や磯焼け対策、販路
拡大など、水産振興に要する経費

80,039

●企業育成支援事業費
地域資源を活用した産業の創出な
ど、地元企業の育成支援に要する
経費

243,045 

●中小企業等融資関係費
中小企業事業者への融資支援に要
する経費

841,000 

●観光振興事業費
観光ＰＲや各種祭りイベントなど、
観光振興に要する経費

58,538

●移転元地等利活用推進事業費
（東日本大震災関係分）
移転元地などの土地利用の推進に
要する経費

95,000 

●七窪蛇田線街路整備事業費
重要幹線道路である七窪蛇田線街
路整備事業に要する経費

1,202,804 

●コミュニティ広場整備事業費
パークゴルフ場の整備に要する経費 425,815 

●消防団費
消防団員の処遇改善、運転免許取
得支援などに要する経費

347,382 

●河北消防署建設事業費
河北消防署建設事業に要する経費 266,000 

●小学校管理費
大川小学校事故訴訟損害賠償金立
替払金の償還に要する経費

200,000 

●須江小学校屋内運動場改築
事業費
老朽化した屋内運動場の改築に要
する経費

52,370

●蛇田中学校校舎改修事業費
老朽化した校舎の改修に要する経費 69,070

●複合文化施設管理費
複合文化施設の管理運営に要する
経費

291,000

 

●学校給食センター運営費
学校給食センターの管理運営に要
する経費

592,692 

○各種会計予算総括表 （単位：千円）

※土地取得特別会計は令和３年度末で廃止
※増減率は令和3年度当初予算との比較で「▲」は減少を表します。

会計区分 令和4年度
当初予算

対前年度比較
増減額 増減率（％）

一般会計 72,850,000 ▲	2,050,000 ▲	2.7
復旧復興分 2,147,603 ▲�924,307 ▲�30.1
通常分 70,702,397 ▲�1,125,693 ▲�1.6

特別会計 33,345,550 ▲	340,839 ▲	1.0

内
訳

土地取得 0 ▲�108,072 皆減
水産物地方卸売市場事業 346,182 ▲�87,040 ▲�20.1
市街地開発事業 89,744 ▲�530,822 ▲�85.5
国民健康保険事業 15,809,928 86,287 0.5
後期高齢者医療 2,009,354 183,629 10.1
介護保険事業 15,090,342 115,179 0.8

公営企業会計 18,453,639 ▲	1,746,649 ▲	8.6
内
訳
病院事業 6,016,503 ▲�131,473 ▲�2.1
下水道事業 12,437,136 ▲�1,615,176 ▲�11.5

合計 124,649,189 ▲	4,137,488 ▲	3.2

歳入総額
728.5億円

依存財源
430.7（59.1%）

自主財源
297.8（40.9%）

国庫支出金
93.4（12.8%）

地方交付税
189.6（26.0%）

県支出金46.5（6.4%）

譲与税・交付金45.8（6.3%）

その他
109.4（15.0%）

市債55.4（7.6%）

市税188.4（25.9%）

２．歳出（目的別） （単位：億円）

※（　）内は総額に対する割合を表します。

商工費20.3（2.8%）
労働費0.7（0.1%）

議会費4.0（0.5%）

その他2.0（0.3%）

歳出総額
728.5億円

衛生費
102.0（14.0%）

民生費
242.8（33.3%）

土木費
84.7（11.6%）

総務費
83.9（11.5%）

教育費
76.0（10.4%）

公債費53.7（7.4%）

消防費36.9（5.1%）

農林水産業費21.5（3.0%）

問


